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５．関係法令ほか 

 

１．災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号） 

 

 

 

 

（市町村の責務） 

第５条 市町村は、基本理念にのっとり、基礎的な地方公共団体として、当該市町村の地域

並びに当該市町村の住民の生命、身体及び財産を災害から保護するため、関係機関及び他

の地方公共団体の協力を得て、当該市町村の地域に係る防災に関する計画を作成し、及び

法令に基づきこれを実施する責務を有する。 

２ 市町村長は、前項の責務を遂行するため、消防機関、水防団その他の組織の整備並びに

当該市町村の区域内の公共的団体その他の防災に関する組織及び自主防災組織の充実を

図るほか、住民の自発的な防災活動の促進を図り、市町村の有する全ての機能を十分に発

揮するように努めなければならない。 

３ 消防機関、水防団その他市町村の機関は、その所掌事務を遂行するにあたっては、第１

項に規定する市町村の責務が十分に果たされることとなるように、相互に協力しなければ

ならない。 
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５．関係法令ほか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．自主防災組織等の活動や事例に関する情報の入手先 

 

 

（住民等の責務） 

第７条 地方公共団体の区域内の公共的団体、防災上重要な施設の管理者その他法令の規

定による防災に関する責務を有する者は、基本理念にのっとり、法令又は地域防災計画

の定めるところにより、誠実にその責務を果たさなければならない。 

２ 災害応急対策又は災害復旧に必要な物資若しくは資材又は役務の供給又は提供を業と

する者は、基本理念にのっとり、災害時においてもこれらの事業活動を継続的に実施す

るとともに、当該事業活動に関し、国又は地方公共団体が実施する防災に関する施策に

協力するように努めなければならない。 

３ 前２項に規定するもののほか、地方公共団体の住民は、基本理念にのっとり、食品、

飲料水その他の生活必需物資の備蓄その他の自ら災害に備えるための手段を講ずるとと

もに、防災訓練その他の自発的な防災活動への参加、過去の災害から得られた教訓の伝

承その他の取組により防災に寄与するように努めなければならない。 

［条文の解説］ 

１ 「住民」とは、自然人のみならず法人も含まれる。 

２ 「自ら災害に備えるための手段を講ずる」とは、災害予防に関する住民の責務を明

らかにしたものであり、例えば、防災についての知識を身につけること、非常持出品

の用意や備蓄品の点検、家具等の転倒防止等が挙げられる。 

３ 「防災に寄与」とは、災害の発生の未然防災、被害の拡大防止及び災害の復旧に積

極的に応ずることで、例えば、地域の防災活動への参加、災害を発見した場合の通報、

避難についての協力、応急措置への協力等が考えられる。 


